






ことが必要です。 

⑥ものづくり中小企業の基盤技術向上支援について、「３Ｄ―ＣＡＤシステムを活用した設計技術等の研

究会」を３回、及び「アルミ鋳物の溶湯化に関する研究会」を１回、並びに「異種素材結合

に関する研究会」を１回、「エコマシニング（環境対応切削加工）技術に関する研究会」を１回、「ア

ルミニウムの表面処理技術に関する研究会」を１回、「非接触３次元計測に関する研究会」を１回開催

するととともに、「戦略産業雇用創造プロジェクト事業」を活用し、平成 25 年度までの自動車研究会事

業の流れを引き継ぐ「高度加工機等活用講座」を 14 回実施しました。 

⑦７月に札幌で開催された「ものづくりテクノフェア 2014」及び本県での「リーディング産業展」に相互

に参加し、交流を深めました。とりわけ「ものづくりテクノフェア 2014」では、本県企業と北海道大学

との共同研究の成果等を紹介することにより、北海道の物流関連業者とのつながりが構築されました。

今後も連携を深める中で、産業振興を図っていくことが必要です。 

⑧新エネルギーの普及を促進するため、国の「再生可能エネルギー等導入推進基金事業」（グリーンニュー

ディール基金）を活用し、避難所や防災拠点等への再生可能エネルギー等の導入により、「災害に強く、

低炭素な地域づくり」に向けて取組を開始しました。今後も、市町や企業等と連携し、環境教育や防災対

策など特色あるまちづくり・地域づくりの観点で、新エネルギーの導入促進に取り組むことが必要です。 

⑨木曽岬干拓地メガソーラーについては、平成 26 年 12 月から商業運転が開始され、「メガソーラー地域

活性化研究会」において、地域貢献策の内容について協議を行いました。引き続き、メガソーラーなど

の新エネルギー設備と環境教育や防災対策等とを連携させ、多くの県民の方々にＰＲすることにより、

新エネルギーの普及啓発を図ることが必要です。 

⑩木質チップ原料の供給事業者に対し、高性能林業機械等の導入や木質チップ原料の運搬経費に支援し、

木質バイオマスの安定供給体制づくりに取り組みました。今後も、関係者間の連携強化を進めるととも

に、供給事業者への支援を継続するなど、未利用材の有効活用を一層進める必要があります。 

⑪農業用水を活用した小水力発電施設の導入に向け、中勢用水地区において発電施設の整備に着手しまし

た。これまでに実施した賦存量調査の結果等を基に、小水力発電に関するマスタープランを作成すると

ともに、引き続き、小水力発電等の導入に向けた普及啓発に取り組む必要があります。 

⑫「桑名プロジェクト」（市街地）では、桑名市の住宅団地（陽だまりの丘）をフィールドに、大手ハウス

メーカーによる太陽光発電や蓄電池等を設置したスマートハウスの整備と連携して、ＥＶ車両のシェア

事業など、地域コミュニティでの環境・エネルギー関連技術を活用したプロジェクトの検討を行いまし

た。また、大手通信事業者が、国の「大規模ＨＥＭＳ情報基盤整備事業」（平成 26～27 年度）により、

桑名市を中心に 3,500 世帯を対象にＨＥＭＳを導入し、省エネを図るとともに、電力データを利活用し

た新たなビジネスモデルの実証に向けた準備を進めました。引き続き、事業者の取組を支援することに

より、環境・エネルギー関連技術を活用したプロジェクトが円滑に進捗するようにすることが必要です。 

⑬「熊野プロジェクト」（中山間地）では、大手機械メーカーが持ち運び可能なマイクロ水力発電装置の

商品開発に向けた検討を進めるため、地域住民の協力を得て熊野市新鹿小中学校周辺の農業用水路をフ

ィールドに実証試験を行うとともに、大手機械メーカーと県が連携して地元小学生に対して環境教育を

行いました。また、製材端材などの未利用木質バイオマスを活用し、地域で木質バイオマス燃料と資金

が円滑に循環する仕組みの構築に向けた検討を行いました。今後も、事業者の取組を支援すること等に

より、小水力や木質バイオマス等の地域の特色ある資源を生かしたプロジェクトが生まれるようにする

ことが必要です。 

⑭「スマートアイランドプロジェクト」（沿岸部）では、大手半導体メーカー等と、一斉津波避難訓練に合

わせて、非常電源実証実験を行いました。また、太陽光発電による地産地消エネルギーや小型電動モビ

リティーによる島内交通などを検討しました。引き続き、災害時における電源の確保等の地域課題の解





業等と研究会において、実用化に向けた技術動向を踏まえ、将来的に企業誘致をはじめとした地域活性

化につながる方策について検討します。 

⑤水素エネルギーの活用を地域経済の活性化等のまちづくりにつなげるため、「みえ水素エネルギー社会

研究会」において、市町担当者との意見交換を行うとともに、市町等と連携して、県民に対して水素に

関する正確な情報を提供する等、企業が水素を活用した事業活動を行うための環境整備の方策について

検討します。 

⑥ものづくり基盤技術向上のための研究会について、平成 26 年度の参加者の要望等を踏まえ、平成 27 年

度のテーマを検討します。また、県内企業による機器活用の推進、機器を活用した試作開発、求職者の

知識の習得の支援のため、「高度加工機等活用講座」を引き続き実施します。 

⑦三重県と北海道の産業連携については、両地域の連携を促進するため、交流会の開催を通じた新たなテ

ーマの発掘など、新しいビジネスの創出や地域活性化につながるよう取り組みます。 

⑧新エネルギーの導入促進に向け、「再生可能エネルギー等導入推進基金事業」（グリーンニューディール

基金）など、国等の支援策を活用するとともに、市町等と連携し、新エネルギーを活用したまちづくり

への支援等を通じて新エネルギーの普及啓発を図ります。 

⑨メガソーラー等大規模な新エネルギーの導入を契機に産業振興や環境教育など地域貢献に資する事業を

支援することにより、新エネルギーの普及啓発を図るとともに、周辺地域の活性化に取り組みます。 

⑩木質バイオマスの安定供給のため、引き続き三重県木質バイオマスエネルギー利用推進協議会に参画し

て関係者間の連携強化を図るほか、木質チップ原料を供給する事業者の高性能林業機械等の導入などを

支援します。また、平成 26 年度に策定した「三重県木質バイオマスの燃料利用指針」を普及するほか、

木の駅プロジェクト＊への支援や主伐の促進による素材生産量の増大を進めます。 

⑪中勢用水地区において、平成 27 年度末の発電開始に向け、発電施設の整備を進めます。また、小水力発

電に関するマスタープランを基に、農業用水施設等を活用した小水力発電等の導入に向けた普及啓発に

取り組みます。 

⑫「桑名プロジェクト」では、陽だまりの丘で実施されるＥＶ車両のシェア事業を支援するほか、「大規模

ＨＥＭＳ情報基盤整備事業」において、ＨＥＭＳから得られる電力データを利活用した新たなビジネス

が創出されるように環境の整備に取り組み、環境・エネルギー関連技術を活用した新しいまちづくりを

支援します。 

⑬「熊野プロジェクト」では、製材端材などの未利用木質バイオマスを活用したビジネスモデルの具体化

に向け、国等の支援策を活用しながら取組を進め、災害に強い地域づくりや雇用の創出といった地域課

題の解決に向けて取り組みます。 

⑭「スマートアイランドプロジェクト」では、小型燃料電池を用いた非常電源の実証試験の実施など防災

拠点での新エネルギー活用の検討や、小型電動モビリティーの活用による島内交通活性化に関する取組

の検討などを進め、災害時の非常電源の確保や島内交通の円滑化等の新エネ・省エネの取り組みを通じ、

地域課題の解決に向けて取り組みます。 

⑮伊勢市で実施しているＥＶ等を活用した低炭素社会モデル事業については、ＥＶ等で観光できるよう、

充電施設の整備を引き続き促進するとともに、この事業で得られた成果を生かし、他の市町へ低炭素社

会づくりの展開を図っていきます。 

⑯「みえＩＣＴを活用した産業活性化推進協議会」の観光・健康・共通基盤のワーキンググループにおい

て、参画企業から提案のあったテーマの検討を進めるとともに「食ワーキンググループ（仮称）」など新

たなワーキングの設置などの検討を進めていきます。また、県が保有する情報のオープンデータ化につ

いては、推進協議会を通じて、企業ニーズの把握や、オープンデータの新たな活用方法など、オープン

データ化の推進に向けた取組を進めます。 


